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草本類を主体とした施工法の多くは、施工初期における土壌侵食の防止に重点がおかれ 

ているため、施工後に形成される植生群落の構成は、とかく過密で単純な草本を中心とし 

て形成されやすい。その結果、導入植物の早期衰退にともなう再裸地化の現象や植生遷移 

の進行阻害、根系による土壌緊縛カの低下などをひきおこし、土地保全効果を十分に発揮 

し得ないような施工事例が増加している。そこで、永続性に富んだ木本植物を同時に播種 

する爭によって、土地保全効果の高い植物群落の造成を図ることが望まれている。

1•既往緑化施工地における木本類の導入と群落形成状況を調査した。その結果、播種 

による木本の導入種は16種類で、主な導入方法は吹付播種工法によるものであった。木本 

群落の成立は、初期生長が早く、乏しい生育基盤の環境に耐えて生育できる先駆樹秋や肥 

料木などの低本類が主要構成種であるが、最近の施工地では、ヤマハンノキやヤシャブシ 

などの高本類の導入もみられる。調査地全体の木本類を成立本数から判別すると、木本群 

落が形成されている施工地は全体のおよそ40%前後認められたが、その樹種の組成は貧弱 

である。

2 .草本類の衰退に伴い被覆量の乏しくなった施工地に、ヤマハンノキ、ヤシャブシな 

どの本本類を追播し、木本群落の成立を促した結果、自然侵入種と共に導入した木本類の 

個体が増加したことが認められた。

3.施工初期における本本植物の土壌緊縛効果を評価するため、緑化施工地において根 

系の引張強度を地質別に調査し、木本群落造成による土壌緊縛効果を検討した。それによ 

ると木本類は草本類より根系の引張強度は大きく、生育量が増加するに伴って急激に大き
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な•値を示し、表層土壌の保全に有効な作用を与えていることが確認された。特に、ヤマハ 

ギ、イタチハギなどの稚樹は、生育量が少なくても30kg前後の引張強度の値を示し、2〜 

3年経過した草本類の株と同様な強度を持つことが確認された。

4. ヤマハンノキ、ヤシャブシなどの高木類の造成と維持を図るための播税要件につい 

て検討した。ヤマハンノキの場合、初期個体密度が200本/m’以下の場合には、密度が高 

いほど1年後の成立本数は多くなるが、200本/廿を越えると成立本数に対する消失数が 

大きくなる。初期密度が50本/nf以下の場合は、樹髙に対してプラスに作用するが、密度 

が高くなるとマイナスに作用する。実際の施工では、草本類や他の種類との競合が伴うの 

で、初期個体密度はさらに影響を受ける。

5, 木本の成立密度を確保するために播種置を必耍以上に多くすることは好ましいこと 

ではない。木本群落造成のための全播種量は、草本類を含めて3, 000粒/から5, 000粒/ 

m'の範囲である。この場合の個体発芽期待数は、1,500本/から2,000本/m’で、草本類 

の混合割ー合は30%を超えない’ことが肝要である。

m 云咬目的

緑化工における植物群落の造成技術は、当初、樹木の苗木や草本の株などを植付ける植 

栽工を中心とした人力施工に始まり、その後省力的・能率的な施工方法が求められるよう 

になり、そのため機械力や二次製品を用いた緑化資材や工法の開発が進み、現在の播種エ 

が一般化されるようになった。これら播種工による植物群落の造成にあたって、植物種子 

の発芽が良好かつ安定し、その後の生育や繁茂が旺盛であることが重要な要因である。こ 

のような要因を備えた植物の種類には草本植物が多く、急速な全面緑化及び侵食防止を目 

的として外来草本植物が用いられてきた。これら草本植物による緑化工は、荒廃した山地 

や開発跡地の裸地に対して、広大な面積の緑を回復させた実績は高く評価されているとこ 

ろである。しかし、このような草本植物を主体として造成された植物群落は、とかく単純 

で過密な群落構成になり易く、基盤となる風化土壌を保持するカが弱いことや植生遷移の 

進行が抑制されることなどによって、永続性の高い植物を欠き、植生の早期衰退による再 

裸地化を招き易く、土地保全上に好ましくない点が指摘される。

このため、永続性に富んだ木本植物と初期生育の速い草本植物の双方を施工と同時に導 

入し、土地保全効果の高い植物群落を造成しようとする施工技術の開発研究が推進されて 

きた。しかし、本本植物の種子は草本植物に比べて一様な発芽性が劣ることや初期の生育 

が遅く生育にバラツキがあるなどから、木本類の成立に困難なことが多い。そのうえ、長 
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期にわたって生育基盤である土壌の侵食を防止するための緑化資材の開発が迫陋できず、 

木本植物を導入する施工技術の晋及は遅々として進んでいなかった。このような理由によ 

り、ヤマハギやイタチハギなどの低木類を主とした導入に留まっている。このように、高 

木類を含めた木本植物の造成や保育には、なお多くの技術的課題が残されている。これら 

の問題点を抽出し、土地保全効果の高い木本群落の造成及び維持管理を図る技術の開発を 

進めるため、東京、前橋、長野の各営林局管内における緑化施工地を対象に各種の調査を 

行った。

IV 云’駁Q方•法と褚果

1.既往の播種緑化工における木本群落の構成調査

播税工における木本群落の施工及び成立状況を把握するため、長野、前橋、東京の各営 

林局管内における山腹及び林道法面の緑化施工地の中から、まず航空緑化、種子吹付及び 

二次唄品などによって木本類を播種した施工地を抽出した。さらに導入植物種やその播種 

虽と群落形成の状況などに着目し、施工当年から施工後10年未満の合計73箇所の施工地に 

ついて調査を行った。その結果に基づいて木本群落造成に関わる諸問題について検討を行 

った。

調査方法は、一つの緑化施工地に5 m x 5 mのコドラートを設け、植物群落の構成状態 

を調査した。

全調査地に用いられていた木本植物の種類は16種類で、草本類を主体とした吹付工法の 

中で用いられたものが多い。その主な導入木本植物の成立状況を表一1に示す。その成立 

状況をみると、初期生育の早い種類や脊悪な立地環境に耐えて生育の可能な先駆植物であ 

るイタチハギ、ヤマハギ、エニシダなどの低木類が主要構成種である。最近では、それに 

加えて生育基盤の改善や侵食防止をも図った手法が取り入れられ、ヤマハンノキ、ヤシャ 

ブシなどの高木類を導入する事例も多くみられるようになっている。

調査した施工地の木本群落が成立または将来形成されると判断した基準を、自然侵入数 

を含む木本類の成立本数が、施工当年から翌年までで平均10本/m’以上、施工3年未満で 

平均5本/m’以上、施工5年前後で平均2本/廿以上、施工10年前後で平均0.5本/m‘以 

上とした方法で考察すると、調査地72箇所のうち32箇所の施工地がこれらに該当した。こ 

の成立本数には、自然侵入による木本類の成立数が含まれているが、この自然侵入種を除 

けば、木本群落の主構成種はイタチハギ、ヤマハギなどに限られ、紐成の点からみると穆 

類が少なく、やや不安定な群落構成となっている。
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表ー1播種工に用いられた治山用植物と成立状況(含林道法面)

使用植物

全出現個所 長野営林局管内 前橋営林局管内 東京営林局管内

施工(%) 成立(%) 施工(粉 施伐) 疝伐) 施伐) 施工伐) 啦(%)

ヤマハンノキ 48 (66.7) 8(16.7) 17(73.9) 3(17.6) 23(82.1) 4(17.4) 8(38.8) 1(12.5)
ヤシャブシ 46 (63.9) 9(19.6) 16(69.5) 3(18.8) 20(74.4) 4(20.0) 10(47. 6) 2(20.0)
アカマツ 25 (34.7) 5(20.0) 8(34.7) 1(12.5) 11(41.9) 3(27.3) 6(28. 6) 1(16.7)
ニセアカシア 14(19.4) 4(28.6) 7(30.4) 2(28.6) 4(15.8) 1(25.0) 3(14.3) 1(33.3)
エニシダ 42(58.3) 17(40.5) 14(60.9) 6(42.9) 18(64.8) 7(38.9) 11(55. 〇) 4(36.4)
イタチハギ 63 (87. 5) 44(69.8) 21(94.0) 16(76.2) 26(92.9) 19(73.1) 16(76.2) 9(56.3)
ヤマハギ 54 (75.0) 32(59.3) 17(82.6) 10(52.6) 21(75.0) 15(71.4) 14(66.7) 7(50.0)
カラマツ 5( 6.9) 0( 0.0) 3(13.0) 0( 0.0) 2( 7.1) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)
ヒノキ 2( 2.8) 0( 0.0) 2( 8.7) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 0( 0.0)
リョウブ 4( 5.6) 1(25.0) 0( 0.0) 0( 0.0) 4(14. 3) 1(25.0) 0( 0.0) 0( 0.0)

調査個所 72 23 28 21

2 .長野西部地震災害緑化施工跡地の木本類追播による群落造成調査

長野県王滝村を震源とした每下型地震により、御岳山南東斜面の伝上川源頭部に大規模 

な山崩れが発生し、下流域に甚大な披害をもたらした。そこで土砂流出による二次災害の 

発生を防止するため、これら荒廃地に草本植物を主とした緑化施工を行い、そこに木本植 

物の自然侵入を期待したが、その侵入状況をみると十分な状態とはいえない。そこで木本 

群落の造成を促進するため、ヤマハンノキ、ヤシャブシなどの木本植物を追播し、木本類 

の成立状態を継続的に調査してきた。追播2年目における植生調査の結果を表ー2及び表 

一 3に示したが、いずれの調査地でも木本類の成立が増加していることが分かる。

表ー 2ヤマハンノキ、ヤシャブシ追播による木本植物の成立(やや良好地)

主な侵入種名 B-1 B-2 B-3 B-4 B-5 B-6 B-7 B-8 B-9 B-10 本/rrf

ヤシャブシ 1 〇 〇 〇 〇 1 〇 〇 〇 〇 0.01
ヤマハンノキ 8 6 7 11 6 4 3 7 8 11 0.21
ダケカンバ 1 1 2 〇 〇 〇 1 〇 〇 〇 0.02
ウダイカンバ 1 〇 〇 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇 0.01
バッコヤバギ 4 5 3 4 3 1 〇 1 1 1 0.09
ナガバヤナギ 1 〇 1 〇 〇 〇 1 〇 〇 1 0.02
イヌコリャナギ 〇 1 〇 1 〇 〇 〇 1 〇 2 0.02
メドハギ 1 2 3 1 〇 4 2 1 1 〇 0.06

本/nf 0.7 0.6 0.6 0.7 0.4 0.4 〇. 3 0.4 0.4 〇. 6 0.51
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表一 3ヤマハンノキ、ヤシャブシ追播による木本植物の成立(良好地)

主な侵入種名 A-1 A-2 A-3 A-4 A-5 A-6 A-7 A-8 A-9 A-10 本/廿

ヤシャブシ 12 5 12 2 14 1 1 3 〇 3 0.21
ヤマハンノキ 〇 〇 1 〇 〇 1 〇 〇 〇 〇 0.11
カラマツ 〇 〇 〇 1 1 〇 〇 〇 1 1 0.02
ダケカノヾ 6 〇 4 7 4 5 21 9 17 5 0.31
ウダイカンパ 4 11 5 4 〇 〇 〇 〇 〇 〇 0.10
ヤハズハンノキ 〇 2 〇 〇 6 〇 〇 〇 1 1 0.03
ヒノキ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 4 1 〇 1 0.02
ノヾツコヤノヾギ 15 6 7 4 2 〇 〇 1 2 1 〇.15
ナガノヾヤナギ 4 5 2 2 〇 〇 〇 1 〇 1 0.06
イヌコリャナギ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 2 0.01
メドハギ 4 1 6 5 〇 7 6 4 〇 〇

〇.13

本/吊 1.8 1.2 1.5 1.0 1.0 0.6 1.3 0.8 0.8 0.6 1.05

3 .施工初期における木本植物の根系強度に関する調査

(1)木本類稚樹の根系強度:播種緑化施工地において斜面安定に関与する施工初期の 

木本稚樹の根系強度について、生育基盤別に調査した。根系の引き抜き方法は、2本の支 

柱とテコを応用した鉄棒にテンションゲージを装着して引き抜き、テンションゲージの数 

値を読み取るものである。その結果を表ー 4に示す。試料の固定位置は、稚樹主幹の地際 

部分とした。また引き抜き方向は、斜面の傾斜角に関係なく垂直方向とした。古生層地で 

は、ヤシャブシ、フジウツギについて調査した。ヤシャブシの全生体重量が10gの時、根 

系の引張力は22.7kg、100gの時は33.5kgであった。また、フジウツギでは21.2kg、25.5kg 
であった。フジウツギの根系の形態は疎根で発生本数が少ないことや、そのうえ根元に近 

く比較的太い部位で切断されることが多かったことなどから、根系の引張強度が小さくな 

ったものと考えられる。第三・四紀層地のヤシャブシ、コマツナギ、ヤマハギの全生体重 

量に対する引張強度についてみると、全生体重量が20gと50gの時、ヤシャブシは!3. 5kgと 

19.2kg、コマツナギでは27.6kgと39.3kg、ヤマハギでは4〇. 6kgと61.6kgであった。なお、 

全生体重量3gのヤマハギは引張強度が28.7kgを示し、イタチハギの6.9kgに比べて引張強 

度が著しく大きな値を示した。火山堆積地における全生体重量が3gと10gの場合について 

みると、ヤシャブシでは4.1kgと10.0 kg、 ヤマハンノキでは2. 4 kgと3.9 kg、ヤマハギでは 

19.8kgと25.6kg、イタチハギでは2〇. 6kgと24. 4kgであった。これらの結果、全生体重蛍と 

根系の引張強度との関係は、樹種によって多少の相違はあるが、一般に全生体重量の増加 

に伴って根系強度は増加することが認められた。また、ヤマハギやイタチハギは、全生体 

重量が小さい稚樹であっても引張強度が著しく大きいことが認められた。

-223 -



(2 )草本植物の根系強度:草本類の調査も木本類の根系引張強度調査と同様、1個体 

(1株)単位の試料をテンションゲージに連結して実施した。試料の固定位置は、植物の 

生活型や株の大きさ等によって多少異にした。すなわち、叢生型草本では株の茎葉を束ね 

龙地際部分を、またほふく型草本では鼓状の主株茎葉を束ねて地際部分を固定し、他個体 

への彩響が少ないものを選んで調査した。第三・四紀屈地の全生体重蛍に対する根系引張 

強度は、 全生体重!2が20g及び50gの時K . 31.Fの根系引張強度は9.7kg、43.3kg、W. 

L. Gでは26.2kg、43.3kg、〇, Gでは20.0kg、22. 4kgであった。いずれも全生体重!i！の 

増加に伴って根系の引張強度は急激に大きくなっている。この傾向は、火山堆積地でも同 

様であった。

表ー4播種緑イリ庖エ初期における木本植物の根系引張強度(kg /本)

調査地・植物 生育年

〇. 5
全生体重虽(g)

50.0 100.01.0 3.0 5.0 10.0 20.0

(古生層)

ヤシャブシ 2〜3 22.7 23. 9 27. 5 33. 5
フジウツギ 1〜4 21.2 21.7 23.1 25.5

(第三•四紀層)

ヤシャブシ 4 11.6 13. 5 19.2 28.7
ヤマハギ 1〜4 28. 7 3〇.1 33. 6 4〇• 6 61.6
イタチハギ 1〜4 6.9 11.0 21.0
コマツナギ 4 27. 6 39. 3
K • 31• F 3 9.7 43. 3
W • L • G 3 17. 6 20.5 26.2 43.3
〇 ・ G 3 18.3 18.8 20.0 22.4
メドハギ 3 13.7 16. 2 22.2 34. 3

(火山堆積物)

ヤシャブシ 2 1.9 4.1 6.0 10.0
ヤマハンノキ 2 4. 5 2.4 2.8 3. 9 6.1 12.7
ニセアカシア 2 6.1 7.7 11.6 19.5
ヤマハギ 2 19.8 21.5 25.6 33.9 42.2
イタチハギ 2 20.6 21.6 24.4 29.5 44. 6
エニシダ 2 3.3 4.2 5.2 7. 6 14.6 29.0
アカマツ 2 1.3 1.8 2.4 3.7 6.4
コマツナギ 2 10.1 11.7 15.0 24. 9
K • 31• F 1 1.1 2.0
W • L • G 1 1.2 1.9 16.1 18.7 24.0 39.9
〇 ・ G 1 3.3 4.4 5.3 7.8 10.3 12.8
メドハギ 1 3. 〇 3. 5 5.6 7.7 12.8

4 .木本植物の播種方法に関する調査

播種緑化による本本植物の導入は、現在のところ技術的には未熟で確実性に乏しいとい 

一 224 —

える。これまで、表ー1に示すように山腹緑化エ、航空緑化エ、法而緑化工などで木本極 

子の播種を試みたことは多いが、ヤマハギ、イタチハギなどの低木類で成功した事例があ 

るのみで、高本類が成功した事例は数少ない。そこで、これまで荒廃地復旧に用いられて 

きたヤマハンノキやヤシャブシを中心に、木本種子を播種して群落を造成する技術を確立 

するための好ましい耍件について検討を行った。

(1)生育基盤の違いによる発芽と成立の耍件:関東ロームをベースに、各種緑化基材 

(曲沼上、パーライト、バーク、肥料など)を混合した生咅芥盤の発ノ：床に、ヤマハンノ 

キ、ヤシャブシの種子を播税してその発芽と成立を調査した。その結果、生育基雖の発芽 

床の違いによって発芽と成立に差が見られた。生育基盤にパーライトやバークを混合した 

区では、対照区とあまり差が認められなかったが、鹿沼土を混合した区の発芽と成立では 

他の区に比べて著しく多く、その差が認められた。しかし、生者基盤に肥料を混合した区 

では、最も発芽と成立が少なかった。生育基盤に肥料を混合した区が最も発芽と成立が少 

なかったのは、肥料の混合による障害があったためと思われる。実際の施工においては種 

子と肥料を混合して同時に施工する事が多いので、施肥墮の多少が木本類の発芽や不良の 

原因として作用することを考慮して施工しなければならない。

また、緑化資材別の覆土厚と発芽特性の関係を表一 5に示す。外来草本のケンタッキー 

31フェスクやクリーピングレッドフェスク、在来草本のメドハギ、木本のヤマハギなど 

は比較的厚く覆土しても発芽率はそれほど低下しないが、外来草本のケンタッキーブリュ 

ウグラスや在来草本のヨモギ及び木本のイタチハギ、ヤシャブシ、ヤマハンノキなどは、 

覆土厚が5 mmを超すとほとんど発芽は期待できない。そのため、厚層吹付工法を採用する 

際には注意が必要である。

表一 5 緑化資材の覆土厚と発芽特性

植物名•覆土厚 〇 〜5 mm 6 〜10 mm 11〜20mm 21〜50mm

ケンタ舛ー31フIスク 32(%) 50(%) 16(%) 2(%)
クリ-ビング妁卜•7丄スク 66 28 6 〇

ケンタッキ-フ‘リュウグラス 86 14 〇 〇

メドハギ 44 42 12 〇

ヨモギ 100 〇 〇 〇

イタチハギ 95 5 〇 〇

ヤマハギ 58 42 〇 〇

ヤシャブシ 100 〇 〇 〇

ヤマハンノキ 98 2 〇 〇
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(2) 生育基盤の保水性と発芽•成立:生育基盤の保水性を高めるならば、発芽と成立 

は促進される。また、生育基盤の土粒子が粗い土壌では、種子が土壌粒子間に入りこみや 

すく、発芽が良好になることが多い。このような現象は自然群落を構成する河川の氾濫源 

や土粒子の粒径の大きい砂質地などで、ヤマハンノキやヤシャブシなどの木本群落が形成 

されていることからもよく理解できる。実際の施工においては立地条件がそれぞれ異なる 

ため、生育基盤の保水条件を一様に確保することは技術的にみて困難であるが、今後さら 

に、生育基盤の保水性を高め、土壌面からの蒸発を抑制する施工方法を検討する必耍があ 

ると考える。

(3) 施肥による発芽障害の回避:マメ科植物は窒素分が多いと羅病し易くなることが 

知られている。これを回避するためには、施肥重や有機物の質についても検討する必耍が 

ある。例えば、超緩効性肥料やコーティング肥料を用い、施工初期の肥料分の溶出を最小 

限に抑えて発芽と生育の障害を回避する方法や、肥料と種子を分離して施工することなど 

が必要であると考える。

<4 )播種密度と発芽及び生育密度:ヤマハンノキ種子の播種1年後の成立個体密度の 

変化と生育の関係を調査し、播種量を決定するための目安の検討を行った。調査では、ヤ 

マハンノキの播種密度を、成立本数が20本/から600本/m‘の範囲に収まるように考慮 

して設定した。その結果、初期生育密度と1年後の生育密度を比較すると、初期生育密度 

が200本/m’以上の場合と200本/以下の埸合とでは成立本数に異なった傾向が認められ 

た。すなわち、初期密度が 亦〇本/m’以下の場合では、初期密度が高いほど1年後の成立 

本数も多かった。初期生育密度が200本/m’以上の場合では、1年後の成立本数は初期生 

育密度と無関係に200本/廿前後に収まる傾向がみられた。これは、高い密度の成立本数 

を期待して播種量を多くしても、成立本数はある一定の値以下になるものと考えられる。 

従って、播種量をある一定以上多くする必要はないと考えられる。播種量の決定に際して 

は、越年までに消失する本数が最も少なくなるように決めることが効果的である。年間の 

消失本数が最少で、越年後の成立本数をできるだけ多くする成立期待本数は、この結果か 

らみると200本/m‘程度が望ましいと考えられる。

(5)初期密度と生長:一般に個体密度は、個体の生長に対して促進的に作用するとい 

われている。しかし、個体密度が極端に高い場合には、個体全体に対する生長の抑制が反 

映されるため、伸長生長もまた抑制されることがある。このことから生長に対する密度効 

果は、個体密度がある程度低い範囲においてはプラスに作用するが、ある値を超えて個体 

密度が高くなるとマイナスの作用として現れると考えることができる。密度効果がプラス 

からマイナスに変わる値は、初期密度がおよそ50本/n?程度であった。樹高のバラツキ幅 

は、個体密度が低いほどその幅が大きく、それに対して密度が高くなるほど小さくなる傾 

向がある。個体密度が低い場合には、個体相互間の影響が小さく、種々の環境要因の変化 

を受けやすい。このため、微小な環境の変化でも生育には大きな差となって現れる。従っ 
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て、飛び抜けて樹高が高いものが現れる反而、被圧されて生音不良になるものもあり、バ 

ラッキに幅が大きくなる。これに対して密度が高くなれぱ、個体相互間の緩衝作用が強ま 

り、微小な環境の変化が起こり難くなって、特定の環境の彩’器が強く現れ、バラツキの幅 

が少なくなるものと考えられる。このバラツキの幅は、個体相互の緩衝作用の程度を表し 

ているとも考えられる。

(6 )斜面勾配と木本群落:表ー 6に示すように、斜面勾配の緩急によって目標とする 

本本造成群落が異なる。つまり、緩勾配の場合は、自然侵入の木本植物が多く遷移の進行 

も速いので、高本群落の造成が比較的容易である。しかし、斜而勾配が急になるにつれて 

生育基盤が不安定になるために生育が不良になり、また自然侵入秘も減少するため、中高 

本を主体とした群落を構成させる。斜面勾配が60度以上になるとさらに生育基盤が不安定 

になるので、緑化基礎エの併用が必耍になり、草本類を主体とした群落に低本類を混成さ 

せる。

なお、表ー7に緑化用植物の発芽特性及び生育持性を草本植物と木本植物とに区分し、 

まとめて示した。 <

表ー6 斜面勾配と木本群落造成の目安

勾 配 造成群落 留意事項•その他

30度以下 高木辭落

•生育基盤の造成が容易である。

•草本類の生育が旺盛になるので播種量を減らす。

•自然の侵入種が良好で、遷移の進行が速い。

3〇〜45度 中高木群落

•中高木の優先する群落を目標にする。

•草本類の生育が良好なので播種量に留意する。

•低本類が混生した群落を構成させる。

45〜60度 中低本群落

•生育基盤が不安定、緑化基礎工に留意する。

•低本類や草本類が混生する群落を構成させる。

•生育がやや不良になる。自然侵入種が減少する。

60度以上 草本群落

(低本混生)

•生育基盤が不安定になる。緑化基礎工を重視する。

•草本類を主体とした群落に低木類を混生させる。

•岩の節理などへの根系伸長を期待する。
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表- 7草本植物と木本植物の発芽•生育の特性!r匕較

区 分 草 本 類 木 本 類

発 発芽率 常によい(7〇〜90%) あまり良くない(1〇〜60%)
芽 発芽勢 一斉に発芽(1〜2週問) 発芽が緩慢(数個月)

侍 土壌 厚くなくてよい(表層播種) 厚さを必要とする(土巾播種)

性 短期間侵食されないこと 長期間侵食されないこと

気象 温暖、多湿(短期) 温暖、多湿(長期)

地質 土壌硬度：粘性土<23血 土壌硬度:粘性土く25砌
生 勾配 45度より緩勾配 60度より緩勾配

育 肥料 要求度が大きい 要求度が小さい

侍 形態 低い 高い

性 根系 根系が浅い 根系が深い

生育 群生しやすい 漸次疎になる

(密生すると一斉に枯死する) (初期彼圧を受けやすい)

7 まとめ

1•木本群落造成における発芽及び生育の特性に関する問題

(1)従来の種子散布エや二次製品による播種方法では、発芽や初期の生育特性などか 

ら木本類の成立は一般に困難で、成立するのは特定の種類に限られている。特に、アカマ 

ッやヒノキなどの高木性の樹木は、自然侵入による成立が大部分を占め、播種工によって 

成立した施工例は少ない。その不成立の主な原因としては、草本類による被圧、表土の侵 

食•移動、生育の遅さなどに起因したものが多い。このため、生育基盤の安定、最適播税 

割合、生育を促進させる施肥方法などの改善策が必耍である。

(2 ) 一般に、木本類の発芽や初期の生育は緩慢であり、草本類の旺盛な繁茂によって 

被圧され、枯死することが多い。また、播種時期によっては発芽率に一定性が欠ける。特 

に、高温時期を経過した種子は、発芽率の低下が著しい。そのため、播種の時期が制限さ 

れる。その中でも発芽率が比較的安定している木本類は、肥料木や先駆植物に多いので、 

この種の植物を適用することが望ましい。

(3 )播種エにおいて木本群落を造成するためには、施工初期に草本類の生育を優先さ 

せたのでは失敗することが多い。従来の種子配合は、草本植物による侵食防止効果を優先 

した群落構成を目的としているため、草本植物が優勢になり易く、本本類の成立が困嚥に 

なる。本本類の成立が期待できる単位面積当たりの播種墮は、草本類種子の割合を減らし 

た3, 000粒/〇/〜5,000粒/Mの範囲内にある。播種量を5, 000粒/ボ以上にする場合は、 
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草本預の生育や繁茂を抑制し、木本類の生育を促進させる作用のある土壌活性剤(アルギ 

ン酸ソーダ：50 g/m*)や緩効性肥料(II. CT80 , H. C-360 :150 g/m‘)を施用すること 

により、本本類の成立が可能になる。

2,木本植物による斜面の安定化と密度管理に関する問題

風化が早く、比較的簡単に植物群落が形成されるような地山は、根系の侵入が可能な風 

化土屑と基岩の問に潜在的な崩れ面を常時内在していると言うことができる。従って、植 

物群落が形成され難い風化の遅い岩盤斜面は安全側にあると考えることができる。反対に 

植物の生育が良好な斜面ほど表層の朋壊に対する配慮が必要であり、緑化基礎エを併用し 

て木本群落の造成を図る必要性の高い斜面ということができる。また、均ーに木本類を成 

立させることは、均一な厚さの表土層を発逹させることにつながる恐れがあるので、潜在 

的な演れ面の位置に異なった根系の凹凸が存在することは、土塊の滑りに対する摩擦抵抗 

を高めることになる。それゆえ斜面の屈壊に対する安定度を髙めるためにも、木本類の密 

度管理が必要であるといえる。

3 .混播における本本植物の発芽期待本数と生育密度に関する問題

本本類2, 000粒/ポ〜3, 000粒/m’及び草本類500粒/m’〜1,500粒/m’の播種風における 

木本類の発芽期待本数は、200本/前後が適当であると考えられる。木本類の発芽及び 

生育の特性からみて、施工初期における本本類の成立数が心配されるが、侵食防止に配慮 

した生育基盤の造成が十分ならば、本本類の成立数は施工後2か月程度で1〇〜20本/nf、 

翌年で5〜10本/m’が生育していれば、将来十分に本本群落は成立する。これ以上の木本 

が成立すると施工後4〜6年で過密になり、逆に地被植物が被圧されて枯死し、裸地化す 

る恐れが生ずる。施工後5 ～10年の適正な本本類の成立密度は、0.5本/ボ〜0.8本/m‘程 

度の範囲で管理されるのがよいと考えられる。
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